
令 和 2 年 ( 2 0 2 0 年 ) 2 月 1 8 日 ( 火 ) 

豊中市役所第一庁舎 6階教育委員室 

午 前 9 時 3 0 分 ～ 1 0 時 3 0 分 

 

 

令和元年度(２０１９年度)第３回 豊中市総合教育会議 

 

次 第 

 

 

1 開会 

○市長あいさつ 

 

 

2 出席者の紹介 

 

 

3 案 件 

(1) いじめ・児童虐待防止に対する取り組みについて 

(2)  コミュニティ・スクールについて 

(3) その他 



 

配付資料 

○ 豊中市総合教育会議名簿 資料１ 

○ いじめ・虐待から子どもを守るプロジェクト 資料２ 

○ いじめ事案対応フロー図 資料３ 

○ いじめ事案を発見～解決に至る校内体制の強化について 資料４ 

○ コミュニティ・スクール制度の概要 資料５ 

○ 「教育委員会制度」と「学校運営協議会制度」 

 （文部科学省「コミュニティ・スクールのつくり方」抜粋） 
資料６ 

○ コミュニティ・スクールについて 

 （文部科学省「コミュニティ・スクール２０１８」抜粋） 
資料７ 

○ 学校評議員から学校運営協議会への発展 

（文部科学省「コミュニティ・スクールのつくり方」抜粋） 
資料８ 

○ コミュニティ・スクールの導入・推進状況 資料９ 

○ 学校と地域の効果的な連携・協働と社会教育法の改正について 

 （文部科学省「コミュニティ・スクールのつくり方」抜粋） 
資料１０ 

〇 コミュニティ・スクールに関するＱ＆Ａ 

 （文部科学省「コミュニティ・スクール２０１８」抜粋） 
資料１１ 

 



令和元年度(2019年度) 第３回 総合教育会議名簿 

 

 

※敬称略 

長内 繁樹 豊中市長 

岩元 義継 豊中市教育長 

船曳 弘栄 豊中市教育委員会委員（教育長職務代理者） 

藤原 道子 豊中市教育委員会委員 

橋本 和明 豊中市教育委員会委員 

森  由香 豊中市教育委員会委員 

赤尾 勝己 豊中市教育委員会委員 

 

 

（事務局） 

榎本 弘志 都市経営部長 

寺田  光一 都市経営部 経営計画課長 

坂本  篤史 都市経営部 経営計画課 

原園  さや香 都市経営部 経営計画課 

福山 隆志 都市経営部 経営計画課 

岩下 良輔 都市経営部 経営計画課 

具志堅 興紀 都市経営部 経営計画課 

定光 絵里 都市経営部 経営計画課 

 

資料１ 



 資料２  

いじめ・虐待から子どもを守るプロジェクト 

 

１．事業主旨 

いじめ・児童虐待から子どもを守るため、子どもが相談しやすい窓口整備を図るとともに、地域社会における子どもの見守

り体制づくりを進めます。特に、市長部局（こども相談課）では、いじめ・児童虐待防止担当主幹を中心とした相談支援

体制を強化し、現行の教育委員会(児童生徒課)と同様の対応ができる機能を備え、受付したいじめ事案を終結に至るま

で対応します。また教育現場で対応しているいじめ事案の全数把握も行い発生予防にかかるしくみづくりに取り組みます。 

 

２．主な新規・拡充事業 

① いじめ専用 LINE相談窓口を新設(子どもの相談しやすい窓口整備) 

② 子ども専用フリーダイヤル「とよなかっ子ダイヤル」の周知徹底 (子どもの相談しやすい窓口整備) 

③ 市長部局によるいじめ事案の終結に至るまでの対応（当事者に寄り添う支援体制の強化） 

④ スクールソーシャルワーカー(以下「SSW」)の増員による学校内体制の強化（当事者に寄り添う支援体制の強化） 

⑤ SSW と連携した地域支援ネットワーク構築（地域社会で見守る体制づくり） 

⑥ 「いじめ・虐待から子どもを守るフォーラム」などによる市民啓発活動の充実（地域社会で見守る体制づくり） 

⑦ 学校区（小学校、中学校）単位での講演会の開催（地域社会で見守る体制づくり・未然防止・早期発見） 

⑧ 子ども(家庭)支援訪問事業の対象年齢引き上げ（未然防止・早期発見） 

 

３．いじめ防止の主な取り組み 

 

 

 

市長部局 

こども相談課 

こども総合相談窓口 

とよなかっ子ダイヤル 

（こども専用フリーダイヤル） 

いじめ専門窓口の案内 

LINE相談窓口の開設 

いじめ・児童虐待防止担当主幹を中心とした 

相談機能の強化 

いじめ事案の全数把握・進捗管理 

被害者・加害者の生活支援(SSW と連携) 

校区講演会の開催、サポート会議参画 

地域支援ネットワークの構築(SSW と連携) 

教育 

委員会 

児童生徒課 教育相談・教育相談総合窓口 

弁護士等を活用した指導助言 

いじめ事案の把握と審議会への報告 

サポート会議 

SSW派遣及びサポート会議の拡充 

市長部局といじめ事案の全数と進捗状況の共有 

校区講演会の開催 

市長部局と連携強化 

≪SSW≫ 

相談受付 

スクリーニング・支援方策作成 

コア会議（対応方針決定） 

≪SSW≫ 

事案のモニタリング及びケース会議の運営 

市長部局と連携強化 小・中学校 

相談受付 

事案認定(被害者ケア・加害者指導) 

いじめアンケート調査 

校区講演会の開催 

市長部局と連携強化 

 

 
現 状 令和２年度 ≪新規・拡充部分≫ 



資料３ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

 

 

 

 

 

関係機関 

警察（豊中署・豊中

南署・豊中少年サポ

ートセンター） 

池

田子ども家庭セン

ター など 

 

 

 

 

学校 
いじめの防止等の対策のための組織（22条） 

（全教職員・専門家） 
 
 
 

 
ＳＳＷ 
校内支援委員会→コア会議→ケース会議  
   
いじめ事象の対応を協議・進行管理・検証 

市議会 

こども相談課 
相談窓口 

 
ＳＮＳ等による相談

受付 

こども総合相談窓口 

こども専用フリーダ

イヤル「とよなかっ子

ダイヤル」 

 

 

教育委員会事務局児童生徒課 
・いじめ暴力不登校月ごと調査 

・事案によっては専門家や指導主事の緊急派遣 

・被害者ケアのためのSC・教育相談員の派遣等 

・サポート会議や法律相談の開催 

 

豊中市いじめ防止等対策審議会 
（14 条 3 項） 

諮問に応じ審議 

調査部会:重大事態調査 

 

いじめ事案発生・発見 
被害児童生徒・保護者 周辺の児童生徒・保護者 教職員 その他発見者 

加害 

児童生徒 

（保護者） 

こども相談課 
 
・専門家による家庭支援 
・個別ケース会議やサポート
会議での協議（終結まで） 

・いじめ暴力不登校月ごと調
査の情報共有（全数把握） 

・こども相談課窓口の事案 
について市教委と連携 

 

❶相談 
⓵相談 

②指導（支援） 

③報告（重大事態含む）・相談 
④連絡・指導 

・支援 

市長 

 連絡 

豊中市いじめ問題再調査委員会（市長部局） 

重大事態の再調査  

❷連絡・支援 

全件把握 
連携強化 

②見守り・ケア 

いじめ事案対応フロー図 

 ❸報告 

重大事態 
のみ報告 

再調査結果報告 

再調査結果報告 

再調査
結果に
基づく 
指示 

重大事態再調査 

諮問 
重大事態の調査 

              答申 
重大事態の調査報告 

 

豊中市いじめ問題対策連絡 
協議会（14 条１項） 

関係機関・団体との連携 

 

市教委・その他
相談窓口等 

 

生徒指導係窓口 

教育相談総合窓口 

大阪府教育庁窓口 

大阪府 LINE相談 

警察 

市役所本庁 

大阪府教育庁 

文部科学省 

 

教育長 

⑤報告 

⓵相談 

・未然防止・早期発見・対処 
・いじめの有無の確認・対応 
・学校が主体となる重大事態調査 

次
ペ
ー
ジ
へ 



 

資料４ 
 
 
 

いじめ事案を発見～解決に至る校内体制の強化について 
＝スクールソーシャルワーカー（SSW）の拡充＝ 

 

１. 現状の課題 
・担任が抱え込んでしまいがちである 

・初期対応の不備（組織的対応がうまくいっていない） 

・校内で共有された情報がうまく支援に活かせない 

 

２. 校内体制の強化 

支援が必要な全ての子どもについての情報が集まる校内支援委員会やコア会議を校内組織の中心に位置

づけて定期的派遣校（26 校）で定例化。各会議に SSWの参加を必置とする。 

 

① 校内支援委員会・・・・いじめ事案の発見（月１回程度） 

各クラス担任からの報告に基づき、校内で案件を共有 

メンバー：管理職 養護教諭 生徒指導担当者 支援教育担当者 学年代表者 SSW等 

 

② コア会議・・・・・・・複数案件の方向性の決定（月２回程度） 

集まった案件について、解決に至る方向性を議論 

メンバー：管理職 養護教諭 生徒指導担当者 加配教諭 SSW等 

 

③ ケース会議・・・・・・個別ケースへの対応 

個別ケースごとに関係者が集い、解決を図る 

メンバー：管理職 担任 学年の教員 関係機関 保護者 SSW等 

 

３. ねらい 

①子どもの問題の本質に迫り、問題の予防ができる学校づくりができる 

②ケース会議、保護者面談、子どもとの面談、校内支援委員会が連動して効果的な支援を展開できる 

③縦割り組織を崩し子どもに関わる支援者が横断的につながりチームを形成できる 

④校内システムにモニタリング機能を構築する 

 校内支援委員会・コア会議が定例化できるようになることでモニタリングの場にすることが可能に 

なる 
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資料５ 

 

 

コミュニティ・スクール制度の概要 

 

 

１．背景 

・学校運営協議会制度、いわゆるコミュニティスクールは、教育委員会制度の意義 ①政治的中

立性の確保 ②継続性、安定性の確保 ③地域住民の意向の反映のうち、③の具体化をおこな

うものとして制度化された。 

・地域住民や学校関係者の合議体である学校運営協議会が、校長が作成する学校運営の基本

方針の承認を通じ、教育課程や学力向上、いじめや不登校などの生徒指導上の課題、部活動な

どについても対等な立場で協議する“コミュニティスクール”制度が、地教行法第４７条の６に平成

２９年度４月、努力義務として定められた。 

 

 

２．制度概要 

【目的】 

・組織的・継続的な体制の構築＝持続可能性 

・当事者意識・役割分担＝社会総がかり 

・目標・ビジョンを共有した「協働」活動 

 

【具体的役割】 

① 校長が作成する学校運営の基本方針の承認 

② 学校運営についての意見の提出 

③ 教職員の任用に関する、教育委員会規則で定める事項についての意見の提出 

など 

 

【学校評議員制度との違い】 

・校長が必要に応じて学校運営に関する意見を求めてきた学校評議員制度に代わり、合議体の

協議会である学校運営協議会が一定の権限を持って参画することとなる 

・継続性、組織的活動、役割の明確化、連携・協働性の観点からのメリットが期待できる。 

・目標・ビジョンを共有して、社会総がかりで子どもたちの健全育成や学校運営の改善に取り組

むことが期待できる。 
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３．他市での学校運営協議会の活動事例 

平成 30年 4月 1日現在、導入校数は、小学校 3,265 校、中学校 1,492 校、全国で 14.7％ （す

べての学校を含む）。大阪府内で 17 校（池田市、守口市で各１校、能勢町 2 校、河内長野市 13

校）で導入している。 

 

※先進市の事例 

姫路市立白鷺小中学校 

教職員・ＰＴＡ・地域で構成される４部会（活動例） 

生活部会 （登下校指導・子ども 110 番） 

学習部会 （学習活動のサポート、白鷺学） 

交流部会 （和太鼓・よさこい・愛媛会） 

環境部会 （草花・小動物の世話） 

 

 

４．地域学校協働本部と、地域学校協働活動推進員の設置 

学校と地域の効果的な連携・協働を推進していくためには、学校運営協議会とともに、地域学

校協働本部の双方が機能することが重要。 

  地域と学校をつなぐコーディネータである地域学校協働活動推進員が、情報共有や助言を行

いながら、両団体をつなぐことが重要。（※社会教育法第９条の７に基づく委嘱） 

 

 

５．ポイント、論点 

地域学校協働活動と学校運営協議会の一体的な推進 

 

 

６．スケジュール案 

令和元年度  モデル校の選定～打診 

令和２年度   モデル校実施を踏まえた制度の詳細検討 

関係者（教職員・保護者・地域住民など）への説明 

推進委員の選定・任命・推進会議の開催 









 

資料９ 

 

 

コミュニティ・スクールの導入・推進状況≪教育委員会別≫ 

近隣市のみ抜粋 

（文科省HPより平成 30年（2019年）4月 1日現在） 

 

 

都道府県名 学校設置者 導入校数 幼稚園 小学校 中学校 義務教育学校 中等教育 高等教育 特別支援

大阪府 199 0 14 2 2 0 136 45 学校数

導入率；1.2% 大阪府教育庁 182 0 0 1 0 0 136 45 - 　

池田市 1 0 0 0 1 0 0 0 小9・中4・義1 計14

能勢町 2 0 1 1 0 0 0 0 小１・中１ 計2

守口市 1 0 0 0 1 0 0 0 小13・中7・義1計21

河内長野市 13 0 13 0 0 0 0 0 小13・中7・義0計20

京都府 280 13 191 62 6 0 0 8

導入率；48.4% 城陽市 15 0 10 5 0 0 0 0

京田辺市 1 0 1 0 0 0 0 0

久我山市 4 0 3 1 0 0 0 0

精華町 1 0 0 1 0 0 0 0

亀岡市 1 0 1 0 0 0 0 0

南丹市 7 0 7 0 0 0 0 0

京丹波町 2 0 2 0 0 0 0 0

福知山市 1 0 1 0 0 0 0 0

舞鶴市 8 0 6 2 0 0 0 0

伊根町 3 0 2 1 0 0 0 0

京都市 237 13 158 52 6 0 0 8

兵庫県 72 0 46 23 1 0 1 1

導入率；6.4% 伊丹市 17 0 10 6 0 0 1 0

明石市 1 0 1 0 0 0 0 0

稲美町 1 0 0 1 0 0 0 0

多可町 1 0 1 0 0 0 0 0

姫路市 5 0 2 2 1 0 0 0

赤穂市 7 0 5 2 0 0 0 0

宍粟市 6 0 3 3 0 0 0 0

朝来市 1 0 1 0 0 0 0 0

篠山市 20 0 14 5 0 0 0 1

丹波市 6 0 5 1 0 0 0 0

神戸市 7 0 4 3 0 0 0 0

奈良県 44 0 25 15 0 0 4 0

導入率；13.4.% 奈良県 4 0 0 0 0 0 4 0

奈良市 13 0 8 5 0 0 0 0

五條市 13 0 8 5 0 0 0 0

香芝市 1 0 1 0 0 0 0 0

葛城市 7 0 5 2 0 0 0 0

十津川村 3 0 2 1 0 0 0 0

上北山村 2 0 1 1 0 0 0 0

川西町・三宅町式下 1 0 0 1 0 0 0 0






